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令和６ 年試験

第Ⅰ回短答式試験問題

監　 査　 論

注 意 事 項
1 受験上の注意事項

・試験官からの注意事項の聞き漏らし／受験案内や試験室及び受験票その他に記載・掲示さ

れた注意事項の未確認等，これらを原因とした試験における不利益は自己責任になります。

・携帯電話等の通信機器や携行品の取扱いについては，試験官の指示に従ってください。

・試験開始の合図があるまで，配付物や筆記用具に触れないでください。

・問題に関する質問には，応じません。

2 不正受験や迷惑行為の禁止
・不正行為を行った場合／試験官の指示に従わない場合／周囲に迷惑をかける等，適正な試

験実施に支障を来す行為を行った場合，直ちに退室を命ずることがあります。

3 試験問題
・試験開始の合図後，直ちに頁数（全 20 頁）を調べ，不備等があれば黙って挙手し，試験官

に申し出てください。

4 答案用紙
・試験開始の合図後，不備等があれば黙って挙手し，試験官に申し出てください。

・試験開始の合図後，直ちに①受験番号及び氏名を正しく記入し，かつ，②受験番号を正し

くマークしてください。

答案用紙への記載に当たっては，Ｂ 又は ＨＢ の黒鉛筆（シャープペンシルも可）を使

用してください。

正しく記載されていない場合には，採点されないことがあります。

・解答欄に複数マークしている場合は，その問題は不正解になります。

5 試験終了後
・試験終了の合図後，直ちに筆記用具を置き，答案用紙は裏返して通路側に置いてくださ

い。

・試験官が答案用紙を集め終わり指示するまで，絶対に席を立たないでください。

・答案用紙が試験官に回収されずに手元に残っていた場合は，直ちに挙手し，試験官に申し

出てください。

試験官に回収されない場合，いかなる理由があっても答案は採点されません。

6 試験問題の持ち帰り
・試験終了後，持ち帰ることができます。

満　 点　 100 点（ 問題 １ ～20 各５ 点）

時　 間　 １ 時間



1 M 3―5

問題 1 財務諸表監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一

つ選びなさい。（５点）

ア．財務諸表監査の目的には，財務諸表に，財務諸表利用者の経済的な意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる虚偽表示がないことについて，監査人が意見として表明す

ることが含まれる。

イ．財務諸表監査は原則として試査によって行われる。その理由としては，精査の実施に

は過大な時間と費用がかかること，財務諸表監査の目的は財務諸表の全体としての信頼

性を保証することであること，また，有効な内部統制が整備・運用されている場合には

精査は必ずしも必要ではないことなどがある。

ウ．取引数が少なく精査を行うことが可能であり，かつ，財務諸表に見積りの要素が含ま

れていなければ，監査人は，財務諸表の適正性について，絶対的な保証を与えることが

できる。

エ．我が国の一般に公正妥当と認められる監査の基準には，企業会計審議会による監査基

準と日本公認会計士協会による指針（監査実務指針）が含まれる。日本公認会計士協会は

監査基準報告書のほか，監査基準を理解し実施するために参考となる文書を公表してい

るが，これらの全てが監査実務指針を構成する。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 2 我が国の公認会計士監査制度とその歴史的経緯等に関する次の記述のうち，正しいもの

の組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．戦前にも，例えば商法上の監査役監査といった法定監査の制度が設けられていた。

しかしながら，戦後，こうした旧来の制度とは別に，証券市場法制が整備される中で公

認会計士監査制度が新設された。

イ．現在，会社法上の大会社は，上場会社でなくとも公認会計士又は監査法人の監査を受

けることが義務付けられている。この制度は，商法から会社の規定が分離して会社法が

制定されたときに創設されたものである。

ウ．監査法人が合併によって大規模化するにつれて，従来の無限責任社員による法人制度

では現実的ではなくなってきた。そのために設けられたのが特定社員や有限責任監査法

人の制度である。

エ．金融商品取引法における内部統制報告書とその監査制度は，上場会社による大規模な

会計不正が相次いで発覚したことから，米国の制度を参考に設けられたものである。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 3 公認会計士及び監査法人の独立性に係る公認会計士法の規定に関する次の記述のうち，

正しいものの組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．公認会計士は，大会社等に対して連続する７会計期間について監査証明業務を行った

場合には，その翌会計期間以後の５会計期間について，当該大会社等に対して監査証明

業務を行ってはならない。

イ．監査法人は，その社員が，内部監査人としての業務によって大会社等から継続的な報

酬を得ている場合には，当該大会社等に対して監査証明業務を行ってはならない。

ウ．会社の財務書類に対して監査証明業務を行った公認会計士は，原則として，その財務

書類に係る会計期間の翌会計期間の終了の日までの間は，当該会社の役員に就いてはな

らない。

エ．公認会計士及び監査法人は，大会社等において監査証明業務を行うときは，他の公認

会計士を補助者として使用するか，又は他の監査法人と共同しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 4 公認会計士に係る金融商品取引法の規定に関する次の記述のうち，正しいものの組合せ

として最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．有価証券報告書に含まれる財務諸表に重要な虚偽記載がある場合に，重要な虚偽記載

がないと証明した公認会計士は，有価証券報告書の提出者とともに刑事責任を問われる

ことがある。

イ．投資者が，重要な虚偽記載を含む財務諸表に基づいて投資意思決定を行った結果，損

害を受けた場合，その財務諸表に虚偽の監査証明を行った公認会計士は，損害と重要な

虚偽記載との間に因果関係がないことを証明しない限り，損害賠償責任を負うこととさ

れている。

ウ．公認会計士が財務諸表に対して虚偽の監査証明を行った場合，一定の期間内に内閣総

理大臣に提出される有価証券報告書等のうち，その公認会計士による監査証明に係るも

のの全部又は一部が受理されないことがある。

エ．公認会計士は，監査証明業務を行うに当たって法令に違反する事実を発見したとき

は，当該法令違反事実が財務諸表の適正性の確保に影響を及ぼすか否かにかかわらず，

それを監査役等に通知しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 5 会計監査人及び会計監査人の監査に係る会社法の規定に関する次の記述のうち，正しい

ものの組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．会計監査人は，選任後１年以内に終了する最終の事業年度に関する定時株主総会にお

いて，再任しない旨の決議がなされなかった場合には，再任されたものとみなされる。

イ．会計監査人設置会社においては，会計監査人のみが各事業年度に係る計算書類及びそ

の附属明細書に対する監査を行うこととされている。

ウ．会計監査人は，その職務の遂行に当たって必要があるときは，被監査会社の子会社に

対して会計に関する報告を求めることができるが，当該子会社は，正当な理由があると

きにはこれを拒むことができる。

エ．取締役会設置会社においては，会計監査人は，取締役会の承認を受けた計算書類及び

附属明細書を監査する。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 6 内部統制監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一

つ選びなさい。（５点）

ア．内部統制監査は，被監査会社の内部統制の有効性の評価に対する監査となるため，情

報監査ではなく実態監査の枠組みの中で実施される監査となる。

イ．内部統制監査は，原則として，同一の監査人により，財務諸表監査と一体となって行

われるものである。ここでの同一の監査人とは，監査事務所が同一ということだけでは

なく，業務執行社員も同一であることを意味している。

ウ．内部監査人が内部統制の有効性の評価に関して作業を行っている場合，内部監査人の

作業の品質等を検証した上で，経営者の評価に対する監査証拠として利用できる場合が

あるが，内部監査人の作業を監査人の検証そのものに代えて利用することはできない。

エ．監査人は，内部統制の運用状況の有効性に関する経営者の評価の妥当性を検討するに

当たって，内部統制の実施状況を検証するが，当該実施状況の検証で用いられるサンプ

ルは，経営者が抽出したサンプルに限られており，監査人が自らサンプルを選択するこ

とはない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 7 「 財務情報等に係る保証業務の概念的枠組みに関する意見書」に関する次の記述のう

ち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．財務諸表監査以外の保証業務も，財務諸表監査と同様にリスク・アプローチに基づい

て実施されるが，固有リスクと統制リスクを結合して評価することは想定されていない。

イ．業務実施者は，自らが主題に責任を負う者及び想定利用者となることはできない。ま

た，主題に責任を負う者は，想定利用者となることはできるが唯一の利用者となること

はできない。

ウ．保証業務における主題に関して，客観的か主観的か，確定的か予測的か，一定時点に

関するものか一定期間にわたるものかといった，その性格について，保証報告書に記載

することは求められていない。

エ．業務実施者が，自らの期待，判断及び個人的な経験を保証業務に適合する一定の規準

として用いることは適切ではない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 8 監査人の交代に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一

つ選びなさい。（５点）

ア．監査人の交代に関して監査業務の引継が求められる前任監査人とは，別の監査事務所

に所属する，前年度の財務諸表の監査報告書を提出した者をいい，当該監査報告書を提

出する前に監査契約を解除した者は含まれない。

イ．監査人予定者は，監査業務の引継を開始する時点を明確にするため，前任監査人及び

監査人予定者に対して，監査人予定者の指定に関する通知を書面等で行うよう，会社に

依頼しなければならない。

ウ．監査人予定者の閲覧に供することが求められる監査調書の範囲には，前任監査人が監

査の過程で識別した重要な事項に関する監査調書が含まれるが，監査手続の実施結果の

うち，最終的な意見形成の判断過程に関する監査調書については含める必要はない。

エ．前任監査人は，監査業務の引継に当たり，監査人予定者の求めに応じて，監査役等に

提出した監査実施結果を記載した報告書の写しを提供する場合がある。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題 9 監査事務所の品質管理に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な

番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査事務所は，主体的に品質管理システムの構成要素に関連する品質目標を設定し，

品質目標の達成を阻害し得るリスク，いわゆる品質リスクを識別及び評価し，品質リス

クに対処するための対応をデザインし，適用しなければならない。

イ．最高責任者等に品質に対する説明責任を含む責任を負わせるために監査事務所がデザ

インし適用する対応には，最高責任者等の定期的な業績評価の実施は含まれない。

ウ．監査事務所は，内部で適切な資源を利用できない場合に，外部のサービス・プロバイ

ダーが提供する資源を利用することがあるが，当該利用に関する品質管理システムに対

する責任は免除される場合がある。

エ．監査事務所は，品質管理システムについて識別された不備の評価において，根本原因

の調査を行わなければならないが，その目的は，識別された不備の重大性と広範性を評

価することである。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題10 監査業務に係る審査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番

号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査業務の審査においては，企業が行う特定の取引の理解及び監査チームが行った重

要な判断を評価するのに役立つ場合でも，審査担当者が自身の補助者を使用することは

想定されていない。

イ．監査報告書の発行自体は審査の完了日以降に行う必要はあっても，監査報告書の日付

は，監査人が自らの責任において監査が終了したと判断した時の日付とするため，必ず

しも審査の完了日以降とする必要はない。

ウ．審査担当者は，監査チームによる職業的専門家としての懐疑心が保持及び発揮されて

いるかどうかも含めて，監査調書のうち重要な判断の根拠を査閲及び評価しなければ

ならない。

エ．審査担当者は，自身の審査担当者としての適格性が損なわれる状況を識別した場合，

監査事務所の適切な者に通知し，審査が既に開始されているときは，審査の実施を中止

しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題11 監査人として備えるべき資質に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も

適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人には，その資質の向上が求められ，そのための一つの手段として，日本公認会

計士協会が自主規制として実施してきた継続的専門研修（CPE）があったが，現在は公

認会計士法によって継続的専門能力開発（CPD）制度の研修を受けることが義務付けら

れている。

イ．監査人に求められる職業的専門家としての専門能力とは，財務諸表の適正性について

の意見を表明するために必要な能力を意味し，被監査会社がデータの収集，整理，加工

等を行うのに利用している情報技術とシステムに関する基礎的な知識と技術的な能力は

求められていない。

ウ．監査人に求められる職業的専門家としての懐疑心とは，誤謬又は不正による虚偽表示

の可能性を示す状態に常に注意し，監査証拠を鵜呑みにせず，批判的に評価する姿勢を

意味し，それは監査人が，経営者は誠実でないという想定をすることを求めている。

エ．監査人に求められる職業的専門家としての独立性は，公正不偏性と外観的独立性から

なり，財務諸表監査の最も重要な存立基盤として，監査人はその保持に努めなければな

らない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論
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問題12 監査人に求められる職業的専門家としての正当な注意に関する次の記述のうち，正しい

ものの組合せとして最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人に求められる職業的専門家としての正当な注意は，監査基準の設定当初は規定

されていなかったが，その後，監査基準の改訂に伴って正当な注意が規定された。

イ．監査人が金融商品取引法上の監査又は会社法上の会計監査人監査を実施する場合，

監査基準や日本公認会計士協会の実務指針が，その任務の内容や正当な注意の水準を画

するものとなる。

ウ．個々の監査業務に従事する監査責任者及び補助者並びに監査事務所内の審査担当者に

は，監査人として払うべき正当な注意が求められるが，監査事務所外の審査担当者を活

用する場合，当該審査担当者には，正当な注意は求められない。

エ．公認会計士法では，相当の注意が監査の基準における正当な注意に該当するとされ，

相当の注意を怠って重大な虚偽，錯誤又は脱漏のある財務書類を重大な虚偽，錯誤及び

脱漏のないものとして証明した公認会計士は懲戒処分の対象となることが規定されてい

る。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ

令和６年第Ⅰ回短答式監査論



13 M 3―17

問題13 監査役等とのコミュニケーションに関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして

最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人は，監査期間中に不合理に短い期間内に監査を終了することが求められた場

合，その状況について，監査役等とコミュニケーションを行わなければならない。

イ．監査人は，監査報告書において除外事項付意見の表明が見込まれる場合，監査役等に

その原因となる状況を報告しなければならないが，除外事項付意見の文言の草案につい

ては監査役等に報告する必要はない。

ウ．監査人は，監査役等とコミュニケーションをするに当たって，事前に，経営者あるい

は内部監査に従事する適切な者と協議することがある。

エ．監査人は，監査人と監査役等の間で行われる双方向のコミュニケーションの適切性に

関する評価を裏付けるため，追加的な監査手続を立案し実施しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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14 M 3―18

問題14 財務諸表監査における法令の検討に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして

最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人は，経営者に対し，財務諸表を作成する場合にその影響を考慮すべき，既に認

識されている違法行為又はその疑いが全て監査人に示された旨の経営者確認書を提出す

るよう要請しなければならない。

イ．監査人は，不正によるか誤謬によるかを問わず，全体としての財務諸表に重要な虚偽

表示がないことについて合理的な保証を得ることが求められているが，企業の違法行為

の防止に対して責任は負わず，違法行為の全てを発見することが期待されているわけで

はない。

ウ．監査人は，違法行為を識別した場合，監査調書に，当該違法行為に加え，実施した監

査手続，行った職業的専門家としての重要な判断及び到達した結論を記載しなければな

らないが，違法行為に関連する重要な事項についての経営者，監査役等及びその他の者

との協議事項まで記載する必要はない。

エ．監査人は，財務諸表上の重要な金額及び開示の決定に直接影響を及ぼさない場合で

あっても，事業継続のために必要な被監査会社の事業の許認可に関する規定を遵守して

いるかどうかについて，十分かつ適切な監査証拠を入手しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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15 M 3―19

問題15 リスク対応手続に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を

一つ選びなさい。（５点）

ア．リスク対応手続は，識別し評価したアサーション・レベルの重要な虚偽表示リスクに

対応して，立案し実施されるものであるが，評価した財務諸表全体レベルの重要な虚偽

表示リスクが，リスク対応手続の種類，時期及び範囲に影響を及ぼすことがある。

イ．監査人は，特定のアサーションに対して，運用評価手続を実施することなく実証手続

のみを実施する監査アプローチを選択することはあるが，実証手続を実施することなく

運用評価手続のみを実施する監査アプローチを選択することは認められない。

ウ．監査人が，検証対象となっているアサーションについて，実証手続によって虚偽表示

を発見しなかったことは，当該アサーションに関連する内部統制が有効であることの監

査証拠とはならない。

エ．監査人は，特別な検討を必要とするリスクに対して実証手続のみを実施する場合，詳

細テストと分析的実証手続を組み合わせて実施しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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16 M 3―20

問題16 監査証拠に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一つ選

びなさい。（５点）

ア．監査人は，売掛金の確認により，通常，確認基準日現在の残高の実在性及び権利と義

務のみならず，評価の適切性に適合した監査証拠も入手することができる。

イ．監査人は，実地棚卸の立会において，行われている棚卸手続の実施状況の観察により，

経営者の指示や実地棚卸手続が適切にデザインされ，業務に適用されているという監査

証拠を入手することができる。

ウ．監査人は，買掛金の過小計上の有無を確かめる場合，被監査会社の帳簿に計上された

買掛金の検討により，当該目的に適合した監査証拠を入手することができる。

エ．監査人は，質問により被監査会社の内外の関係者に対して情報を求める場合，その回

答者が被監査会社の内部者又は外部者のいずれであるかにかかわらず，また，その回答

が非公式な口頭によるものであっても，その回答を評価しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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17 M 3―21

問題17 会計上の見積りの監査に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な

番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人は，会計上の見積りについて，当該見積りの不確実性が高いと判断した場合に

は，特別な検討を必要とするリスクが存在しているとして，監査手続を実施しなければ

ならない。

イ．監査人は，経営者の見積額の合理性を評価するために，監査人の許容範囲を設定する

ことが適切であると判断する場合には，想定される結果の全てが含まれるように許容範

囲を決定しなければならない。

ウ．監査人は，過年度の会計上の見積りの確定額について，遡及的に検討することが求め

られている。検討の結果，確定額と過年度の財務諸表における認識額との間の差異が，

過年度の財務諸表に虚偽表示があったことを示すこともある。

エ．監査人は，個々の会計上の見積りの合理性に関して結論付ける際に，経営者の偏向が

存在する兆候があったとしても，それだけでは虚偽表示とはならないが，その内容と監

査への影響に関する監査人の評価を監査調書に記載しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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18 M 3―22

問題18 監査報告書に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を一つ

選びなさい。（５点）

ア．監査人は，監査報告書に「 独立監査人の監査報告書」という表題を付すことにより，

監査人が独立性についての我が国における職業倫理に関する規定の全てを満たしている

ことを明らかにしている。

イ．監査人は，財務諸表に対して意見を表明しない場合，監査報告書に，監査人の責任

は，我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を実施し，

監査報告書において意見を表明することにある旨の記載は求められていない。

ウ．監査人は，監査報告書の「 強調事項」区分に記載した事項が監査上の主要な検討事項

に該当すると判断した場合，当該事項を「 監査上の主要な検討事項」区分及び「 強調事

項」区分の両方に記載できないため，職業的専門家として，どちらの区分に記載するか

を判断しなければならない。

エ．監査人は，継続企業の前提に関する重要な不確実性について財務諸表に適切な注記が

なされている場合，無限定意見を表明し，監査報告書に「 継続企業の前提に関する重要

な不確実性」区分を設けて，財務諸表における注記事項について，財務諸表利用者に注

意喚起しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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19 M 3―23

問題19 除外事項付意見に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして最も適切な番号を

一つ選びなさい。（５点）

ア．監査人は，除外事項付意見を表明する場合，財務諸表に開示すべき情報で開示されて

いない事項があっても，当該事項を監査報告書に記載する必要はない。

イ．監査人は，除外事項付意見を表明する場合，除外した不適切な事項のほか，除外事項

を付した限定意見とした理由を監査報告書に記載しなければならない。

ウ．監査人は，財務諸表に定性的な注記事項に関連する重要な虚偽表示が存在する場合，

当該事項を除外事項とするとともに，当該虚偽表示の内容を監査報告書に記載しなけれ

ばならない。

エ．監査人は，一つの監査報告書において，複数の財務報告の枠組みに基づいて作成され

た財務諸表に対する監査意見を表明する場合，同一の意見を表明しなければならない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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問題20 監査における不正リスク対応基準に関する次の記述のうち，正しいものの組合せとして

最も適切な番号を一つ選びなさい。（５点）

ア．監査における不正リスク対応基準は，全ての監査に適用されるのではなく，主とし

て，金融商品取引法に基づいて開示を行っている全ての会社に対する監査に適用される

ことを念頭に作成されている。

イ．監査人は，経営者の関与が疑われる不正を発見した場合，速やかに経営者に問題点の

是正等適切な措置を求めた上で，監査役等に報告しなければならない。

ウ．監査人は，四半期レビューに当たって，四半期財務諸表に不正による重要な虚偽の表

示の疑義に相当するものがあると判断した場合，監査における不正リスク対応基準では

なく，四半期レビュー基準に従って，追加的手続を実施することが求められている。

エ．監査人は，識別した不正による重要な虚偽の表示を示唆する状況について，関連して

入手した監査証拠に基づいて経営者の説明に合理性があると判断して，不正による重要

な虚偽の表示の疑義がないとした場合，その旨と理由を監査調書に記載しなければなら

ない。

1．アイ 2．アウ 3．アエ 4．イウ 5．イエ 6．ウエ
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